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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期
第２四半期
連結累計期間

第70期
第２四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年９月30日

自2022年４月１日
至2022年９月30日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （千円） 8,708,973 8,420,531 13,197,890

経常利益 （千円） 1,901,745 1,832,047 1,216,545

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,319,852 1,278,703 774,644

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,319,383 1,267,783 754,779

純資産額 （千円） 14,540,947 14,894,039 13,829,611

総資産額 （千円） 18,517,355 18,736,682 19,294,109

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 210.08 203.04 123.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 78.5 79.4 71.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 356,407 518,452 739,807

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 328,218 529,257 96,381

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △212,391 △371,814 △78,700

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 5,526,899 6,488,047 5,812,153

 

回次
第69期
第２四半期
連結会計期間

第70期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年７月１日
至2021年９月30日

自2022年７月１日
至2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 86.96 79.12

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、ウィズコロナの新たな段階への移行が進められるなか、緩や

かな持ち直しの動きが継続したものの、物価の上昇やエネルギーの安定供給確保の問題など、様々な課題に直面し

ております。

　教育界においては、小学校では2020年度の新学習指導要領の実施から３年目、中学校では2021年度の実施から２

年目となりました。現行の学習指導要領では、児童生徒一人ひとりが未来社会を切り拓くために育成する資質・能

力を「知識及び技能」「思考力・判断力・表現力等」「学びに向かう力・人間性等」の３つの柱に整理しておりま

す。また、「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善や、「社会に開かれた教育課程」の実現に向けた

「カリキュラム・マネジメント」の一層の推進が求められるなか、教育現場ではこれらの理念の実現に向けた教育

活動が日々展開されております。

　一方で、学校の現状としては、いじめや不登校などの問題や、特別な配慮や支援が必要な児童生徒など多様化す

る課題への対応とともに、道徳教育や外国語教育の推進、ＩＣＴや教育データの利活用、保護者や地域との連携な

ど、多種多様な対応や取り組みに追われております。その上、教師不足が深刻化し、教師の業務負担が大きい状態

が続いております。

　そのような状況のもと、文部科学省が「ＧＩＧＡスクール構想」で進めてきた、１人１台の学習用端末と高速大

容量の通信ネットワーク環境の整備により、端末の有効活用に向けた様々な取り組みが行われており、ＩＣＴを取

り入れた授業改善だけでなく、教師の業務改善も含めたＩＣＴの効果的活用に向けた運用が進められております。

　このような情勢を背景に、当社グループは主力である小学校図書教材においては、価格や付録などの厳しい競争

が進むなか、効果的にデジタルデータを活用し、基礎・基本の定着や活用する力の育成と評価を念頭に、教育現場

のニーズに応えた改訂を行ってまいりました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高8,420,531千円（前年同四半期比3.3％減）、経常

利益1,832,047千円（前年同四半期比3.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益1,278,703千円（前年同四半

期比3.1％減）となりました。

　なお、当社グループの売上高は、第２四半期連結累計期間に１学期品と２学期品、上下刊品、年刊品の売上高が

計上されますので、通常、第２四半期連結累計期間の年間の売上高に占める割合は高くなります。また、年間の販

売管理費の占める割合が年間の売上高に占める割合に対して低いため、第２四半期連結累計期間の営業利益は通期

の営業利益よりも多くなり、業績に季節的変動があります。

 

　セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

①出版

　小学校図書教材においては、教育現場の実態や動向を分析し、多様なニーズを的確に捉えたことにより、基

礎・基本の確実な定着と思考力・判断力・表現力を確認できる教材が教育現場に受け入れられた一方で、児童数

の減少やデジタル教材の参入の影響が見られました。

　テストなどの評価教材では、各教科における「見方・考え方」を働かせながら、基礎・基本から活用までの学

習内容を確実に確認・評価できる企画が、教育現場から好評を得ることができました。さらに、テストに付属す

る「こたえ・てびきシートプラス」では、二次元バーコードを活用して「自らの学び」をサポートするデジタル

企画を導入したことなどにより、前期実績を維持いたしました。

　ドリルなどの習熟教材では、基礎的な学習内容が確実に定着する企画に加え、ＧＩＧＡスクール構想による学

習用端末の活用に対応した提案をしてまいりましたが、教育現場のニーズの変化や、各自治体が導入するデジタ

ル教材の影響により、実績が減少いたしました。

　季刊物教材では、夏休み期間の学習用端末の持ち帰りにより採用が控えられ、前年同期並みの実績となりまし

た。

　中学校図書教材では、ＧＩＧＡスクール構想による学習用端末の使用場面が徐々に増加し、日常教材及び夏休

み教材がその影響を受けたこともあり、実績は全体的に減少いたしました。
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　この結果、当セグメントの売上高は6,398,525千円（前年同四半期比3.6％減）、営業利益は1,957,550千円

（前年同四半期比3.4％減）となりました。

 

②教具

　小学校教材・教具においては、各教科の授業運営が新型コロナウイルス感染症発生前の状態に戻ってまいりま

したが、児童の嗜好の変化や購入方法の多様化などにより、採用状況に変化が見受けられました。

　「画材セット」や「彫刻刀」では、新製品や長く使い続けられるデザインに加え、機能性の高さが受け入れら

れたことなどにより、実績が増加いたしました。

　一方、「裁縫セット」では、児童の嗜好の変化などの影響により、実績が減少いたしました。

　また、家庭科布教材や中学校・高等学校向けの家庭科教材ブランド「クロッサム」では、感染予防の観点から

見送られていた調理実習が再開したことにより、布教材の採用に変化が見受けられ、実績が減少いたしました。

　この結果、当セグメントの売上高は2,022,006千円（前年同四半期比2.2％減）、営業利益は323,012千円（前

年同四半期比0.6％減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当社グループの第２四半期連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末と比較して、総資産は557,427千円

減少して18,736,682千円、負債は1,621,855千円減少して3,842,642千円、純資産は1,064,428千円増加して

14,894,039千円となりました。

　資産の主な増減は、現金及び預金の増加675,894千円、受取手形及び売掛金の増加1,090,777千円、有価証券の減

少311,197千円、商品及び製品の減少1,618,636千円、投資有価証券の減少317,083千円であります。

　受取手形及び売掛金が増加した主な要因は、第２四半期連結会計期間（７月～９月）における小学校図書教材の

売掛金の回収期限が学期末（12月末）精算を原則としていることによります。

　また、商品及び製品が減少した主な要因は、前連結会計年度末は４月に販売する１学期品及び上刊品の製品在庫

を計上していますが、当第２四半期連結会計期間末は小学校図書教材の２学期品及び下刊品の販売が終了し、製品

在庫高が減少したことによります。

　負債の主な増減は、支払手形及び買掛金の減少757,084千円、電子記録債務の減少705,979千円、未払費用（流動

負債その他）の減少265,927千円であります。

　支払手形及び買掛金、電子記録債務が減少した主な要因は、１学期品及び上刊品の製作に要した外注加工賃の精

算によります。

　また、純資産の主な増減は、利益剰余金の増加1,055,515千円であります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して675,894千円増加して

6,488,047千円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金収支は518,452千円で、前年同四半期連結累計期間と比較して162,044千円増加（前年同四

半期の資金収支は356,407千円）となりました。営業活動によるキャッシュ・フローが増加した主な要因は、税

金等調整前四半期純利益が70,683千円減少、棚卸資産の減少額が251,487千円増加、法人税等の支払額が34,906

千円増加したことによります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金収支は529,257千円で、前年同四半期連結累計期間と比較して201,038千円増加（前年同四

半期の資金収支は328,218千円）となりました。投資活動によるキャッシュ・フローが増加した主な要因は、有

形固定資産の取得による支出が8,351千円増加、無形固定資産の取得による支出が39,259千円減少、投資有価証

券の償還による収入が174,445千円増加したことによります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金収支は△371,814千円で、前年同四半期連結累計期間と比較して159,423千円減少（前年同

四半期の資金収支は△212,391千円）となりました。財務活動によるキャッシュ・フローが減少した主な要因

は、短期借入金の返済による支出が150,000千円増加、配当金の支払額が9,423千円増加したことによります。
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(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルス感染拡大による事業への影響については、今後も引き続き注視してまいります。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
 （2022年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,600,000 6,600,000
名古屋証券取引所

（メイン市場）

単元株式数

100株

計 6,600,000 6,600,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2022年７月１日～
2022年９月30日

－ 6,600,000 － 1,917,812 － 1,832,730
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（５）【大株主の状況】

  2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

有限会社清林溪声会 岐阜県岐阜市光町三丁目14番地 880 13.94

株式会社大垣共立銀行

（常任代理人　株式会社日本カス

トディ銀行）

岐阜県大垣市郭町三丁目98番地

（東京都中央区晴海１丁目８番12号）
313 4.96

文溪共栄会 岐阜県羽島市江吉良町江中七丁目１番地 271 4.30

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町八丁目26番地 235 3.72

サンメッセ株式会社 岐阜県大垣市久瀬川町七丁目５番地１ 193 3.07

水谷　雄二 岐阜県岐阜市 193 3.07

水谷　匡宏 東京都目黒区 192 3.04

水谷　邦照 岐阜県岐阜市 190 3.02

文溪堂従業員持株会 岐阜県羽島市江吉良町江中七丁目１番地 184 2.92

一般財団法人総合初等教育研究所 岐阜県羽島市江吉良町江中七丁目１番地 163 2.58

計 － 2,817 44.66
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 291,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,306,200 63,062 －

単元未満株式 普通株式 2,300 － －

発行済株式総数  6,600,000 － －

総株主の議決権  － 63,062 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式56株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社文溪堂

羽島市江吉良町江

中七丁目１番地
291,500 － 291,500 4.41

計 － 291,500 － 291,500 4.41

（注）自己株式は、2022年７月29日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、16,610株減少し

ております。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
出版・物流本部長、

ＤＸ推進本部長
製作・物流本部長 大橋　正人 2022年８月26日

取締役 編集・製作本部長 編集本部長 杉野　幸男 2022年８月26日
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,312,153 6,988,047

受取手形及び売掛金 1,274,514 2,365,292

有価証券 711,307 400,110

商品及び製品 3,666,200 2,047,564

仕掛品 455,436 450,113

原材料 393,523 356,434

その他 104,524 104,809

貸倒引当金 △1,153 △2,218

流動資産合計 12,916,506 12,710,153

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 787,256 764,380

土地 2,958,514 2,958,514

その他（純額） 129,224 125,322

有形固定資産合計 3,874,995 3,848,217

無形固定資産 337,584 341,505

投資その他の資産   

投資有価証券 1,923,201 1,606,118

繰延税金資産 11,355 9,376

その他 244,131 234,835

貸倒引当金 △13,665 △13,525

投資その他の資産合計 2,165,022 1,836,805

固定資産合計 6,377,603 6,026,528

資産合計 19,294,109 18,736,682
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,226,270 469,186

電子記録債務 1,524,163 818,184

短期借入金 365,182 240,103

未払法人税等 286,814 495,318

引当金 57,000 27,000

その他 1,275,317 1,031,529

流動負債合計 4,734,749 3,081,321

固定負債   

長期借入金 40,011 －

繰延税金負債 46,246 128,354

役員退職慰労引当金 10,894 12,502

退職給付に係る負債 391,780 370,756

長期未払金 192,878 192,878

その他 47,937 56,828

固定負債合計 729,748 761,320

負債合計 5,464,498 3,842,642

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,917,812 1,917,812

資本剰余金 1,847,910 1,852,311

利益剰余金 10,334,733 11,390,248

自己株式 △286,128 △270,697

株主資本合計 13,814,328 14,889,676

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 33,417 19,039

退職給付に係る調整累計額 △18,134 △14,676

その他の包括利益累計額合計 15,282 4,363

純資産合計 13,829,611 14,894,039

負債純資産合計 19,294,109 18,736,682
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

売上高 ※1 8,708,973 ※1 8,420,531

売上原価 4,771,282 4,622,988

売上総利益 3,937,690 3,797,543

販売費及び一般管理費 ※2 2,068,378 ※2 1,994,148

営業利益 1,869,312 1,803,394

営業外収益   

受取利息 4,462 3,710

受取配当金 5,791 6,315

受取賃貸料 12,869 13,352

受取保険金 1,171 1,171

雑収入 8,814 4,569

営業外収益合計 33,108 29,118

営業外費用   

支払利息 151 465

有価証券償還損 524 －

営業外費用合計 676 465

経常利益 1,901,745 1,832,047

特別損失   

固定資産除却損 53 0

投資有価証券評価損 152 －

投資有価証券償還損 － 382

貸倒損失 － 810

特別損失合計 206 1,192

税金等調整前四半期純利益 1,901,538 1,830,855

法人税、住民税及び事業税 521,812 461,519

法人税等調整額 59,873 90,633

法人税等合計 581,686 552,152

四半期純利益 1,319,852 1,278,703

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,319,852 1,278,703

 

EDINET提出書類

株式会社文溪堂(E00709)

四半期報告書

12/21



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

四半期純利益 1,319,852 1,278,703

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △5,870 △14,378

退職給付に係る調整額 5,401 3,458

その他の包括利益合計 △469 △10,919

四半期包括利益 1,319,383 1,267,783

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,319,383 1,267,783

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,901,538 1,830,855

減価償却費 63,276 69,353

ソフトウエア償却費 18,268 20,705

株式報酬費用 9,991 9,833

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,830 924

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △33,000 △30,000

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △18,133 1,608

長期未払金の増減額（△は減少） △19,481 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △44,612 △21,024

受取利息及び受取配当金 △10,253 △10,025

支払利息 151 465

有形固定資産除却損 53 0

投資有価証券評価損益（△は益） 152 －

投資有価証券償還損益（△は益） － 382

貸倒損失 － 810

売上債権の増減額（△は増加） △1,154,160 △1,151,902

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,386,462 1,637,950

仕入債務の増減額（△は減少） △1,447,456 △1,459,109

その他 △90,569 △134,068

小計 564,059 766,758

利息及び配当金の受取額 13,802 13,448

利息の支払額 △149 △454

法人税等の還付額 5,090 －

法人税等の支払額 △226,394 △261,300

営業活動によるキャッシュ・フロー 356,407 518,452

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △25,229 △33,580

無形固定資産の取得による支出 △89,667 △50,408

投資有価証券の償還による収入 435,554 610,000

保険積立金の積立による支出 △884 △758

保険積立金の払戻による収入 8,445 3,914

その他の収入 － 90

投資活動によるキャッシュ・フロー 328,218 529,257

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △15,000 △165,000

配当金の支払額 △197,391 △206,814

財務活動によるキャッシュ・フロー △212,391 △371,814

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 472,234 675,894

現金及び現金同等物の期首残高 5,054,664 5,812,153

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 5,526,899 ※ 6,488,047
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることとしております。これによる、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症について）

　新型コロナウイルスの感染拡大により、再び小学校・中学校で臨時休業等が実施された場合には、学校で使用さ

れる出版物、教材・教具の受注が変動し、事業活動及び業績に影響を与える可能性があります。しかし、新型コロ

ナウイルスの変異により感染拡大が繰り返されるなか、小学校・中学校では、新しい生活様式の定着や感染防止の

ための様々な措置がとられており、現時点においては通常の授業が実施されております。このため、当社グループ

はカリキュラムが予定通り消化されることを前提として、主力商品であるテスト・ドリル等の売上の見込みに基づ

き事業計画を策定しております。従いまして、当該事業計画を用いた繰延税金資産の回収可能性の判断及び固定資

産の減損の判定に関して、新型コロナウイルス感染症が与える影響は軽微であると考えております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　

2022年４月１日　至　2022年９月30日）

※１　売上高の季節的変動

当社グループの売上高は、第２四半期連結累計期間に１学期品と２学期品、上下刊品、年刊品の売上高が計上さ

れますので、通常、第２四半期連結累計期間の年間の売上高に占める割合は高くなります。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
　　至　2021年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
　　至　2022年９月30日）

給料手当 540,141千円 497,807千円

荷造運搬費 605,918 608,496

退職給付費用 27,296 21,491

貸倒引当金繰入額 1,830 924

役員退職慰労引当金繰入額 1,642 1,608

役員賞与引当金繰入額 32,000 27,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

現金及び預金勘定 6,026,899千円 6,988,047千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △500,000 △500,000

現金及び現金同等物 5,526,899 6,488,047
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月24日

定時株主総会
普通株式 197,739 31.50 2021年３月31日 2021年６月25日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月８日

取締役会
普通株式 146,602 23.30 2021年９月30日 2021年12月３日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月23日

定時株主総会
普通株式 207,001 32.90 2022年３月31日 2022年６月24日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月９日

取締役会
普通株式 128,061 20.30 2022年９月30日 2022年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 出版 教具 計

売上高      

一時点で移転される財 6,589,265 2,068,647 8,657,913 － 8,657,913

一定の期間にわたり移
転されるサービス

51,060 － 51,060 － 51,060

顧客との契約から生じ
る収益

6,640,325 2,068,647 8,708,973 － 8,708,973

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 6,640,325 2,068,647 8,708,973 － 8,708,973

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 6,640,325 2,068,647 8,708,973 － 8,708,973

セグメント利益 2,028,501 325,190 2,353,691 △484,379 1,869,312

（注）１　セグメント利益の調整額△484,379千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない管理部門の販売管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 出版 教具 計

売上高      

一時点で移転される財 6,343,540 2,022,006 8,365,546 － 8,365,546

一定の期間にわたり移
転されるサービス

54,985 － 54,985 － 54,985

顧客との契約から生じ
る収益

6,398,525 2,022,006 8,420,531 － 8,420,531

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 6,398,525 2,022,006 8,420,531 － 8,420,531

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 6,398,525 2,022,006 8,420,531 － 8,420,531

セグメント利益 1,957,550 323,012 2,280,562 △477,167 1,803,394

（注）１　セグメント利益の調整額△477,167千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない管理部門の販売管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価

との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　その他有価証券で市場価格のあるものが、事業の運営において重要なものでないため、記載を省略しておりま

す。

 

（デリバティブ取引関係）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま
す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

１株当たり四半期純利益 210円08銭 203円04銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,319,852 1,278,703

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
1,319,852 1,278,703

普通株式の期中平均株式数（株） 6,282,434 6,297,643

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

2022年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………128,061千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………20円30銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2022年12月５日

（注）2022年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年11月11日

株式会社文溪堂

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

名古屋事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　浩彦

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中岡　秀二郎

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社文溪堂

の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022年９月30

日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社文溪堂及び連結子会社の2022年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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